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コンパクトな法令集『労働関係法規集』（（独）労働政策研究・研修機構、略称
JILPT）の2020年版は、「男女雇用機会均等法（均等法）」を「女性活躍推進法（女活
法）」の後ろに掲載した。従来の掲載順位を逆転させたのだ。JILPT を所轄する厚
生労働省の意識では、均等法より女活法が優位になったのだろう。このように、
近年の女性労働政策では「女性活躍」が前面に出て、「差別禁止」の影は薄まった。
第5次男女共同参画基本計画（2020年12月閣議決定）も、女活法の制定・改正を繰
り返し評価する一方、均等法にはほとんど言及していない。
法律のこの順位づけには、賛成しかねる。女性労働政策の「キホンのキ」は、性

差別禁止政策だ。日本はそれが弱すぎるため、労働分野のジェンダー平等が遅れ
ているのである。もっとも強化されるべき法律は均等法である。一方、女活法は
事業主に女性活躍の行動計画策定義務を課したが、肝心な計画の中身を事業主に
委ねている。実際の指標には管理職比率などが掲げられることが多く、法の実効
性は疑問視されている。
とはいえ、女活法の存在意義を否定するのは早計である。この法律は、均等法

が事業主の自由に委ねる「格差是正策」（ポジティブ・アクション）を行動計画に
盛り込み、公表させる仕組みを作った。つまり、均等法は女活法の「前提」だが、
均等法だけで現実にある格差が解消するわけではない。なお残っている格差を事
業主に是正させるための法律が、女活法である。
だからこそ、女活法には、その役割に応じた格差是正効果を期待したい。「女

性の活用」ではなく、女活法の「活性化」が必要なのである。管理職比率だけでな
く、事業主が、もっとも基本的な男女格差である賃金格差の是正に取り組む仕組
みを作るべきだ。そのためには、状況把握の基礎項目に「男女の賃金の差異」を入
れる法改正を、ぜひとも提案したい。
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